
自

至 令和　６年 ３月 ３１日

令和５事業年度

財   務   諸   表 （障害者雇用納付金勘定）

独立行政法人  高齢・障害・求職者雇用支援機構
令和　５年 ４月 　１日



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和６年３月３１日　）

資産の部

現金及び預金 44,729,616,551
有価証券 4,079,068,874

　Ⅰ　流動資産

未収消費税等 103,676
未収収益 2,688,543

未収金 110,609,587
貸倒引当金 △ 37,584,475 73,025,112

前払金 632,140
棚卸資産 130,979

流動資産合計 48,885,483,675

前払費用 217,800

　　１　有形固定資産
　Ⅱ　固定資産

工具器具備品 182,986,112
減価償却累計額 △ 42,083,462 140,902,650

有形固定資産合計 140,902,650

電話加入権 45 45
　　２　無形固定資産

　　３　投資その他の資産

無形固定資産合計 45

投資有価証券 506,200,703
破産更生債権等 55,981,596
貸倒引当金 △ 55,981,596 0

投資その他の資産合計 506,200,703

固定資産合計 647,103,398

資産合計 49,532,587,073



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和６年３月３１日　）

負債の部

　Ⅰ　流動負債
未払金 832,457,391
未払費用 57,535
前受金 66,925,000
短期リース債務 24,765,044
預り金 310,095
引当金
賞与引当金 163,242,601 163,242,601

流動負債合計 1,087,757,666

　Ⅱ　固定負債
資産見返負債（注）
資産見返寄附金 52,069 52,069

長期リース債務 72,490,373
引当金
退職給付引当金 1,359,177,854 1,359,177,854

固定負債合計 1,431,720,296

　Ⅲ　法令に基づく引当金等
納付金関係業務引当金（注） 46,493,559,297

法令に基づく引当金等合計 46,493,559,297

負債合計 49,013,037,259

純資産の部

　Ⅰ　資本金
政府出資金 703,174,570

資本金合計 703,174,570

　Ⅱ　資本剰余金
その他行政コスト累計額（注） △ 186,275,777
減価償却相当累計額（△） △ 963,207
減損損失相当累計額（△） △ 3,239,955
除売却差額相当累計額（△） △ 182,072,615

資本剰余金合計 △ 186,275,777

　Ⅲ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金（注） 2,651,021
当期未処分利益 0
（うち当期総利益　0）

利益剰余金合計 2,651,021

純資産合計 519,549,814

負債純資産合計 49,532,587,073



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
業務費 35,347,989,672
一般管理費 258,004,245
財務費用 1,847,967
臨時損失 814,152,237

損益計算書上の費用合計 36,421,994,121

Ⅱ　行政コスト 36,421,994,121

行政コスト計算書
（　令和５年４月１日　～　令和６年３月３１日　）



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

受取利息 19,664,046 19,664,046

　　臨時損失

6,487,509

財務収益

寄附金収益（注）
資産見返寄附金戻入 14,861 14,861

その他の事業収益 245,027,705 245,027,705

納付金収入 36,150,800,000

業務収益

　　経常収益

支払利息 1,847,967 1,847,967

経常費用合計 35,607,841,884

賞与引当金繰入 7,486,164
退職給付費用 9,758,327
その他の一般管理費 158,325,448 258,004,245

人件費 1,245,576,929

減価償却費 26,831,453

支給金 30,971,271,322
納付金等還付金 514,525,000
業務委託費 6,338,269

損益計算書
（　令和５年４月１日　～　令和６年３月３１日　）

　　経常費用

業務費

雑益

経常利益 814,152,237

財務費用

一般管理費
人件費 82,069,310

貸倒引当金繰入 10,810,012
賞与引当金繰入 155,756,437

経常収益合計 36,421,994,121

退職給付費用 146,690,124
その他の業務費 2,270,190,126 35,347,989,672

減価償却費 364,996

固定資産除却損 9

納付金関係業務引当金繰入（注） 814,152,228

臨時損失合計 814,152,237

　　当期純利益

　　当期総利益 0

0

 （注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（
障

害
者

雇
用

納
付

金
勘

定
）

(単
位

：
円

)

純
資

産
変

動
計

算
書

（　
令

和
５

年
４

月
１

日
　

～
　

令
和

６
年

３
月

３
１

日
　

）

減
価

償
却

相
当

累
計

額
（
△

）
減

損
損

失
相

当
累

計
額

（
△

）
除

売
却

差
額

相
当

累
計

額
（
△

）
う

ち
当

期
総

利
益

当
期

首
残

高
7
0
3
,1

7
4
,5

7
0

7
0
3
,1

7
4
,5

7
0

△
 9

6
3
,2

0
7

△
 3

,2
3
9
,9

5
5

△
 1

8
2
,0

7
2
,6

1
5

△
 1

8
6
,2

7
5
,7

7
7

2
,6

5
1
,0

2
1

0
0

-
2
,6

5
1
,0

2
1

5
1
9
,5

4
9
,8

1
4

当
期

変
動

額

　
Ⅰ

　
利

益
剰

余
金

の
当

期
変

動
額

（
１

）
利

益
の

処
分

　
前

中
期

目
標

期
間

か
ら

の
繰

越
し

2
,6

5
1
,0

2
1

△
 2

,6
5
1
,0

2
1

0
0

（
２

）
そ

の
他

当
期

純
利

益
0

0
0

0

　
利

益
処

分
に

よ
る

積
立

金
の

振
替

△
 2

,6
5
1
,0

2
1

2
,6

5
1
,0

2
1

0
0

当
期

変
動

額
合

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

当
期

末
残

高
7
0
3
,1

7
4
,5

7
0

7
0
3
,1

7
4
,5

7
0

△
 9

6
3
,2

0
7

△
 3

,2
3
9
,9

5
5

△
 1

8
2
,0

7
2
,6

1
5

△
 1

8
6
,2

7
5
,7

7
7

2
,6

5
1
,0

2
1

0
0

0
2
,6

5
1
,0

2
1

5
1
9
,5

4
9
,8

1
4

Ⅰ
　

資
本

金
Ⅲ

　
利

益
剰

余
金

純
資

産
合

計
政

府
出

資
金

資
本

金
合

計

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

累
計

額

資
本

剰
余

金
合

計
前

中
期

目
標

期
間

繰
越

積
立

金

Ⅱ
　

資
本

剰
余

金

積
立

金
当

期
未

処
分

利
益

利
益

剰
余

金
合

計



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　業務費及び一般管理費による支出 △ 2,806,460,671
　人件費支出 △ 1,557,632,054
　支給金支出 △ 30,971,271,322
　その他預り金支出 △ 40
　納付金収入 36,177,548,193
　その他業務収入 246,394,527

　小計 1,088,578,633

　利息の受取額 24,024,866
　利息の支払額 △ 1,847,967

　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,110,755,532

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有価証券の取得による支出 △ 4,585,688,695
　有形固定資産の取得による支出 △ 1,700,300
　定期預金の預入による支出 △ 4,000,000,000
　定期預金の払戻による収入 19,000,000,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー 10,412,611,005

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 24,381,489

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 24,381,489

Ⅳ　資金増加額 11,498,985,048

Ⅴ　資金期首残高 29,230,631,503

Ⅵ　資金期末残高 40,729,616,551

キャッシュ・フロー計算書
（　令和５年４月１日　～　令和６年３月３１日　）



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 0
当期総利益 0

Ⅱ 利益処分額
積立金 0

利益の処分に関する書類



重要な会計方針 

 

  当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和 3年9

月 21 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」

（令和4年3月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）のうち、収益認識に係る改訂内

容を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

 

 １．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。 

 

 ２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

      有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

      なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

       工具器具備品         2～17年  

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第1項）及び資産除去債務に対応する特

定の除去費用等（独立行政法人会計基準第 91）に係る減価償却に相当する額については、減価

償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 ３．貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ４．賞与に係る引当金の計上基準 

   役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。 

 

 ５．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

   

６．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準  

納付金関係業務引当金として、「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の業務運営、財務  

  及び会計並びに人事管理に関する省令」（平成15年厚生労働省令第147号）第11条に基づき、翌事業  

  年度以後の事業年度における納付金関係業務に備えるための引当金を計上しております。 



当該引当金への繰入及び戻入収益は、独立行政法人会計基準等に基づき、臨時損益に区分して表示

しております。 

 

 ７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

 ８．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 ９．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）によっております。 

 

重要な会計上の見積り 

 

 退職給付引当金 

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

  当事業年度 

退職給付引当金 1,359,177,854円 

 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

   採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した内

容と同一であります。 

    退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額

から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給

付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。また、退職

給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期待運用収益の額

を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に渡って費用処理され

ます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定となりま

す。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮し

決定しております。 

    これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。 

 

 

 

 



注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

・その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額  

△ 186,275,777円 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

  １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 36,421,994,121円 

自己収入等 △ 36,421,994,121円 

機会費用 9,833,676円 

法令に基づく引当金等の繰入額 △ 814,152,228円 

 

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

 

△ 804,318,552円 

 

２．機会費用の計上方法 

(1) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の令和6年3月末利回りを参考に0.725％で計算しております。 

 (2) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での 

     勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 

 

〔損益計算書関係〕    

・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 1,045,606,007円 

法定福利費（職員） 184,095,104円 

役員報酬 14,058,901円 

法定福利費（役員） 1,816,917円 

 

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 950,798,463円 

雑役務費 587,329,355円 

維持管理・保守修繕費 162,347,784円 

賃借料 140,192,728円 

広告宣伝費 115,152,766円 

 

  



・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当 66,829,539円 

法定福利費（職員） 12,037,117円 

役員報酬 2,849,424円 

法定福利費（役員） 353,230円 

 

・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

維持管理・保守修繕費 69,636,131円 

雑役務費 43,592,254円 

  光熱水道料 14,097,907円 

謝金 6,523,543円 

備品費 6,140,046円 

 

・雑益の内訳 

職員宿舎使用料 5,132,350円 

その他の雑収入 1,347,269円 

情報公開開示手数料 7,890円 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

 ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 44,729,616,551円 

現金及び預金勘定のうち定期預金 △ 4,000,000,000円 

資金期末残高 40,729,616,551円 

 

〔金融商品関係〕 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第47条の規定に定める金融商品に限定し

ており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、業務実施に必要な資産の調達を目的としたもので

あります。 

２．金融商品の時価等に関する事項  

令和6年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、現金は注記を省略しており、預金（定期預金を除く）、未収金、未払金及び預り金は

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 



貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1)定期預金 4,000,000,000円 4,005,599,172円 5,599,172円

(2)有価証券 4,585,269,577円 4,586,208,383円 938,806円

資産　計 8,585,269,577円 8,591,807,555円 6,537,978円

(1)リース債務 (97,255,417円) (99,810,859円) (2,555,442円)

負債　計 (97,255,417円) (99,810,859円) (2,555,442円)

 (注) 負債に計上されるものは（ ）で示しております。 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

〇資産 

（1）定期預金 

定期預金については、新規に同様の預入を行った場合に想定される預金金利で割り引いて算出

する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。 

（2）有価証券 

有価証券は、有価証券、投資有価証券の合計であり、満期保有を目的として譲渡性預金及び地

方債を保有しております。 

譲渡性預金については、新規に同様の預入を行った場合に想定される預金金利で割り引いて算

出する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。 

地方債については、取引金融機関から提示された価格を用いて評価しており、レベル２の時価

に分類しております。 

〇負債 

（1）リース債務 

短期及び長期のリース債務については、元利金合計額の将来キャッシュ・フローを、信用リス

クを反映した割引率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しておりま

す。 

 

〔退職給付債務関係〕 

１．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金基

金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、労

働関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しており

ます。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた

一時金を支給しております。 



２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 2,273,423,378円 

勤務費用 79,962,961円 

利息費用 2,533,747円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 237,169,424円 

退職給付の支払額 △ 48,738,427円 

期末における退職給付債務 2,070,012,235円 

    

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表   

期首における年金資産 557,523,482円 

期待運用収益 10,760,203円 

数理計算上の差異の当期発生額 21,599,706円 

事業主からの拠出額 36,004,176円 

退職給付の支払額 △ 37,696,205円 

期末における年金資産 588,191,362円 

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 799,691,354円 

年金資産 △ 588,191,362円 

積立型制度の未積立退職給付債務 211,499,992円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 1,270,320,881円 

小 計 1,481,820,873円 

未認識数理計算上の差異 △ 425,982,567円 

未認識過去勤務費用 303,339,548円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,359,177,854円 

退職給付引当金 1,359,177,854円 

前払年金費用 － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,359,177,854円 

 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用  79,962,961円 

利息費用 2,533,747円 

期待運用収益 △ 10,760,203円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 130,497,718円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 45,785,772円 

合 計  156,448,451円 

   

  



（５）年金資産の主な内訳 

      年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 24.4% 

株式 20.6% 

預金 0.1% 

その他 54.9% 

合 計 100.0% 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

     年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資

産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

     期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

     割引率  0.914％（一時金） 

          1.215％（年金） 

     長期期待運用収益率  1.930％ 

 

〔有価証券関係〕 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

区  分 種 類 貸借対照表計上額 決算日における時価 差  額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

譲渡性 

預金 
4,000,000,000円 4,001,437,233円 1,437,233円 

地方債 41,081,646円 41,083,600円 1,954円 

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

譲渡性 

預金 
0円 0円 0円 

地方債 544,187,931円 543,687,550円 △500,381円 

２．満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

区  分 １年以内 １年超５年以内 

譲渡性預金 4,000,000,000円 0円 

地方債 79,000,000円 503,500,000円 

合  計 4,079,000,000円 503,500,000円 

 

〔重要な債務負担行為〕 
 該当する事項はありません。 
 
〔重要な後発事象〕 
 該当する事項はありません。 




